
○亀岡市商工業振興公共下水道助成金交付要綱 

平成19年1月1日 

告示第2号 

改正 平成22年5月17日告示第112号 

（趣旨） 

第1条 市長は、経済の活性化と雇用の促進を図るため、市内の商工業者が公共下水道使用

料（以下「下水道使用料」という。）に要する経費について、亀岡市補助金等交付規則（昭

和41年亀岡市規則第5号）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内において助

成金を交付する。 

（交付対象） 

第2条 亀岡市商工業振興公共下水道助成金（以下「助成金」という。）の交付対象者は、

1月1日現在、亀岡市に所在する事業所（亀岡市が管理する事業所及び管理を委託する事

業所を除く。）で公共下水道に接続し、かつ、次の各号に該当する事業所を有する商工業

者とする。 

(1) 年間の下水道排水量が使用施設1箇所につき、3万立方メートルを超える事業所 

(2) 市内に住所を有する従業員を10人以上雇用していること 

(3) 上下水道料金及び市税に滞納がないこと 

（助成金の額） 

第3条 助成金の額は、下水道の年間排水量が3万立方メートルを超えた排水量に1立方メー

トル当りの超過料金を乗じた額の10パーセントとし、助成金の交付額に千円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。ただし、上限を8,000,000円とする。 

（平22告示112・一部改正） 

（助成対象の期間） 

第4条 助成の対象とする下水道使用料は、前年度の5・6期分から当該年度の1期分から4

期分までとする。 

（交付申請） 

第5条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、亀岡市商工業振

興公共下水道助成金交付申請（請求）書（別記様式）を毎年度1月末日までに市長に提出

しなければならない。 

2 市長は、必要があると認めるときは、前項の申請者に対して第2条に定める要件に関し

証明書を求め、又は実地に調査することができる。 



（助成金の交付） 

第6条 市長は、前条の申請があったときは、これを審査し、当該申請者が助成金の交付を

受ける資格があると認めたときは、助成金を交付するものとする。 

（補則） 

第7条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、告示の日から実施し、平成18年度分の助成金から適用する。 

附 則（平成22年告示第112号） 

この要綱は、告示の日から実施し、平成22年度分の助成金から適用する。 


